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１．医療従事者と介護職員の連携による医療的ケアに関する考え方

（施設用）

当施設においては、利用者の方がたんの吸引及び経管栄養（以下「医療的ケア」という。）を必要とすることになっても引き続き当施設での生活を続けていただき、また、安心して医療的ケアが必要な方に入所していただくために、介護職員が認定特定行為業務従事者としての認定を受け（以下「業務従事者」という。）、配置医又は嘱託医（以下「医師」という。）及び看護職員との連携のもとで、必要な時に適切な医療的ケアを提供できる態勢をとっています。
実施にあたっては、安心できる体制づくりに施設全体で取り組むとともに、「社会福祉士及び介護福祉士法」（昭和６２年法律第３０号）等により定められた条件を満たします。
なお、医療的ケアのみを推奨するわけでなく、予防的な対応や改善にも積極的に取り組みます。
（訪問介護事業所用）

たんの吸引及び経管栄養（以下「医療的ケア」という。）を必要とする方に、安心して在宅で生活していただけるように、本来、医師、看護師等の医療職のみが行うことのできる医療行為の一部を、当事業所においては、介護職員が認定特定行為業務従事者としての認定を受け（以下「業務従事者」という。）、利用者の主治医等（以下「医師」という。）及び提携する訪問看護事業所等の看護職員（以下「看護職員」という。）との連携のもとで、適切な医療的ケアを提供できる態勢をとっています。
実施にあたっては、安心できる体制づくりに施設全体で取り組むとともに、「社会福祉士及び介護福祉士法」（昭和６２年法律第３０号）等により定められた条件を満たします。
２．医療従事者と介護職員の連携による医療的ケア実施に向けての基本方針

（１）対象となる医療的ケアの範囲
介護職員が行う医療的ケアの範囲は以下のとおりです。

（２）実施要件
介護職員が（１）の医療的ケアを実施するにあたって、以下の条件を満たします。
①　連携・協働（医療従事者による適切な医学管理）
（ｱ）対象となる利用者の状態が、医師及び看護職員により把握されていること
（ｲ）医師が、看護職員と介護職員の協働での医療的ケア実施を支障ないと判断していること
（ｳ）対象者の希望、心身の状況等を踏まえ、以下の医学的観点に基づく書面（別紙様式１、以下「指示書」という。）による医師からの個別の指示があること
a介護職員による喀痰吸引等の実施の可否
b喀痰吸引等の実施内容
cその他、喀痰吸引等計画書に記載すべき事項
・医師からの指示書は、速やかに管理責任者（施設長等）及び業務従事者で内容を確認し、情報を共有すること
・指示書は、利用者ごとにファイルし、施錠のできる場所（ロッカー等）に○年間保管すること
（ｴ）業務従事者は、医師の指示書の内容をもとに、対象者ごとに、個別具体的な「喀痰吸引等実施計画書」（別紙様式２、以下「計画書」という。）を作成すること
・計画書は、管理責任者の承認後、その内容を医師、看護職員、対象者及びその家族等で共有すること
・利用者の心身の状況の変化、医師の指示等により計画の変更が生じた場合は、速やかに計画書の内容を変更すること
・計画書は、利用者ごとにファイルし、施錠のできる場所（ロッカー等）に○年間保管すること
（ｵ）対象者の状態に応じて定期的に、医師又は看護職員が利用者の状態確認を行い、対象者の心身の状況に関する情報を介護職員に文書あるいは口頭で報告すること
・業務従事者は、状態確認を行った医師又は看護職員から、対象者の状態に基づく業務実施の対応方法について文書あるいは口頭で指導・助言を受けた場合、その内容を「喀痰吸引等業務（特定行為業務）実施報告書」（別紙様式3、以下「報告書」という。）に記載すること
（ｶ）報告書を作成し、医師に報告すること
・計画書に基づき業務を実施した業務従事者は報告書を作成し、施設の管理責任者の承認を得ること
・報告書の内容に関する情報を看護職員に提供し、情報の共有を図ること
・報告書は、計画書に記載した各利用者ごとの結果報告予定日に、医師に提出すること
・報告書の写しは、利用者ごとにファイルし、施錠のできる場所（ロッカー等）に○年間保管すること
（ｷ）医療的ケアを実施する介護職員については、選任基準のとおり、（１）の医療的ケアを支障なく行うことができると管理責任者が判断した者に限ること
②　体制設備
（ｱ）安全確保のための委員会を設置し、定期的に開催すること
（ｲ）介護職員が活用可能な手順書・マニュアルを整備すること
（ｳ）実施した医療的ケアについては速やかに記録し、適切に管理・保管すること
（ｴ）緊急時対応の手順を定め、定期的に確認・見直し、訓練を実施すること
③　医療的ケアの水準の確保
必要な知識・技術の習得のため、看護職員を中心として介護職員に対する研修指導による必要な医療的ケアの水準の確保と継続的な研修・指導による水準の維持・向上に勤めること
④　説明と同意
【本人・家族】
（ｱ）あらかじめ、利用者もしくは家族に対し、業務の実施内容等を文書及び口頭で説明するとともに、当該提供の開始について書面（別紙様式４、「喀痰吸引等業務（特定行為業務）の提供に係る同意書」）により、同意を得ること
＜説明内容＞
・介護職員による特定行為の実施
・提供を受ける特定行為の種別・期間・頻度
・提供体制等
（ｲ）同意を受けた内容に変更が生じた場合は、再度文書及び口頭で説明し、書面(別紙様式４)で同意を得ること
（ｳ）同意書は、利用者ごとにファイルし、施錠のできる場所（ロッカー等）に○年間保管すること
【介護職員】
①の（ｷ）の選任の際は、介護職員に対して施設の実施体制を説明したうえで、当該介護職員の同意を得て選任すること
3．医療従事者と介護職員の連携による医療的ケア実施の体制

（１）安全委員会の設置　※
当施設では、医療従事者と介護職員の連携による医療的ケアの実施に向けて安全委員会を設置します。

①　管理すべき項目
（ｱ）医療従事者と介護職員の連携による医療的ケア実施にかかる体制
（ｲ）利用者ごとの痰吸引等業務の実施計画や実施状況
（ｳ）介護職員の医療的ケアに係る事故及びヒヤリハット事例等の事例蓄積・分析検討
（ｴ）介護職員が医療的ケアを実施するためのＯＪＴ研修等の教育・指導
（ｵ）介護職員が行う医療的ケアの手順
（ｶ）介護職員が行う医療的ケアに必要な備品及び衛生管理
（ｷ）その他業務の実施に関して必要な事項
②　安全委員会の構成委員
別紙「安全委員会名簿」のとおり。
③　安全委員会の開催（実施頻度）
（ｱ）○ヶ月に1回定期開催　※
（ｲ）必要時は随時開催

（２）医療従事者と介護職員の連携による医療的ケア実施に向けた各職種の役割
医療関係者及び従事者等との役割分担及び情報共有方法並びに連絡窓口を、利用者ごとに記載し、その役割に従って業務を実施します。
①　管理責任者（施設長等）
（ｱ）全体の統括
（ｲ）安全委員会の招集
（ｳ）医療的ケアを実施する介護職員の選任
（ｴ）利用者・家族への説明・同意取得の実施確認
（ｵ）その他、医療的ケアの実施にあたって必要な事項の検討
（ｶ）施設環境整備
②　医師（配置医・嘱託医）
（ｱ）必要な医療的ケアの包括的指示
（ｲ）利用者個々の疾患の診断・状況把握及び医療的ケアの必要性の判断
（ｳ）看護職員と介護職員（業務従事者）に対する指導
（ｴ）その他、実施体制などに対する助言
③　看護職員
（ｱ）看護職員と介護職員に対する研修・指導　※１
（ｲ）医師との連携及び指示に基づく医療的ケアの実施
（ｳ）利用者個々の症状等の状況の把握及び判断
（ｴ）介護職員との情報共有
（ｵ）家族等との連携
（ｶ）介護職員に対する研修・指導の支援
（ｷ）関係するその他の職種の間の調整・連携　※２
（ｸ）手順等の必要事項の検討
（ｹ）備品の整備

④　介護職員（業務従事者）
（ｱ）利用者個々の症状等の状況の把握
（ｲ）医療的ケアを行うにあたっての計画書の作成
（ｳ）医師の指示に基づく医療的ケアの実施
（ｴ）医療的ケア実施の記録及び保管
（ｵ）看護職員との情報共有
（ｶ）家族との連携
（ｷ）医療的ケアに関する知識・技術の習得
（ｸ）手順等必要事項の検討
⑤　介護支援専門員・生活相談員　※
（ｱ）利用者個々の症状等の状況の把握
（ｲ）医療的ケアに関する知識の取得
（ｳ）手順等必要事項の検討
（ｴ）家族等への説明・同意の手続
（ｵ）家族等との連携
（ｶ）外部機関との連携

⑥ （管理）栄養士
（ｱ）利用者状態に合わせた栄養ケア計画作成（経口移行）
（ｲ）栄養食事相談・栄養管理の実施
（ｳ）他職種との情報共有
（３）関係機関の名称等と緊急時における医療従事者との連絡方法
関係機関の名称、関係者の氏名、役職等及び連絡方法は、別紙「利用者別関係機関一覧」のとおりです。
なお，緊急時においては、別添「緊急時対応マニュアル」に従い、必要な措置を講じるとともに、速やかに、別紙「利用者別関係機関一覧」により関係者に連絡し、医療関係者の指示のもと適切に対応します。
①　協力医療機関との連携
当施設においては医療機関と協力医療機関の契約を結び、急性期等の対応について連携を図ります。
②　看護職員の体制（※各施設の状況による）
当施設では常勤の看護職員を配置し、日常的な健康管理にあたります。
また、看護職員不在の場合はオンコール体制により、２４時間対応可能な体制をとります（別紙「看護職員のオンコール体制」参照）。

（４）医療的ケアを行うことができる介護職員の選任基準

管理責任者が医療的ケアを実施する介護職員を選任する際、次の基準により選任します。

（５）備品の整備
業務の実施に必要な備品については当施設で整備するとともに、その数量、使用目的等を別添「備品一覧表」に記載し、適切に管理します。
また、衛生面の管理が必要な備品については、清潔な状態で使用するとともに、使用後も清潔な状態を保ちます。
４．医療従事者と介護職員の連携による医療的ケアの実施に向けた職員教育・研修

当施設において、医療従事者と介護職員の連携による医療的ケアの実施にあたり、利用者個々の状況に応じて安全に医療的ケアを行うために基礎知識と技術の向上に努めます。
そのため、施設内において下記の研修を行うとともに、施設外の研修会にも参加を勧め、知識・技術の取得に努めます。

５．事故等の報告方法及び、安全の確保を目的とした改善のための方策

（１）報告システムの確立
情報収集のため、ヒヤリハットレポートや事故報告書（別紙様式５）を作成し、報告システムを確立します。収集された情報は、分析・検討を行い、施設内で共有し、再び事故を起こさないための政策立案に用います。なお、この情報を、報告者個人の責任追及には用いません。
（２）事故要因の分析
集められた情報を基に、「分析」、「要因の検証」、「改善策の立案」、「改善策の実践と結果の評価」、「必要に応じた取組みの改善」といったPDCAサイクルによって活用します。また、その過程において自施設における事例だけではなく、知りうる範囲で他施設の事例についても取り上げ、リスクの回避、軽減に役立てます。
（３）改善策の周知徹底
分析によって導き出された改善策については、安全委員会を中心として実践し、全職員に周知徹底を図ります。
（４）介護事故発生時の対応
事故が発生した場合には、下記により速やかに対応します。
①　当該利用者への対応
・事故が発生した場合は、周囲の状況及び当該利用者の状況を判断し、当該利用者の安全確保を最優先として行動します。
・関係部署及び家族等に速やかに連絡し必要な処置を講じます。
・状況により、医療機関への受診等が必要な場合は、迅速にその手続きを行います。
②　事故状況の把握
・事故の状況を把握するため、関係職員は「事故報告書」で、速やかに報告します。
・報告の際には状況がわかるよう事実のみを記載するようにします。
③　関係者への連絡・報告
・関係職員からの報告等に基づき、家族、担当ケアマネージャー（短期入所の利用者の場合）、が必要に応じて保険者等に事故の状況等を報告します。
④　損害賠償
・事故の状況により賠償等の必要が生じた場合は、当施設加入の損害賠償保険で対応します。
６．感染症の予防・まん延防止の基本的方針

（１）感染症の予防及びまん延の防止の体制
感染症の予防及びまん延防止のために、委員会を設置し、担当者を定めて、施設全体で取り組みます。
（２）感染症の予防に関する対応
①　施設内の衛生管理
当施設では感染症の予防及びまん延の防止のため、施設内の衛生保持に努めます。また、手洗い場、うがい場、汚物処理室の整備と充実に努めるとともに清掃・消毒を定期的に実施し、施設内の衛生管理、清潔の保持に努めます。
②　介護・看護ケアと感染症対策
介護・看護の場面では、職員の手洗い、うがいを徹底し必要に応じてマスクを着用します。
また、血液・体液・排泄物等を扱う場面では細心の注意を払い、適切な方法で対処します。利用者の異常の兆候をできるだけ早く発見するために、利用者の健康状態を常に注意深く観察することに留意します。
③　外来者への衛生管理の周知徹底を図り、まん延防止を図ります。
（３）発生が疑われる場合及び発生時の対応
感染症の発生が疑われる場合や発生時には、「厚生労働大臣が定める感染症または食中毒が疑われる際の対処の手順」に従い、次のとおり実施します。
①　感染症が発生した場合は、速やかに管理者、責任者、担当ケアマネージャー等及び家族等関係者に連絡するとともに、主治の医師及び看護師に連絡し、医師の指示等のもとに必要な措置を講じます。
②　発生が疑われる場合において、発生していないことが明らかになるまでの間は、同様の措置を講じます。
〈必要な措置〉
（ｱ）「発生時状況の把握」
（ｲ）「まん延防止のための措置」
（ｳ)「有症者への対応」
（ｴ）「関係機関との連携」
（ｵ）「行政への報告」
施設長は、次のような場合には迅速に市町村等の主管部局に報告するとともに、所轄の保健所への報告を行い発生時対応等の指示を仰ぎます。

〈報告を行う場合〉
（ｱ）同一の感染症による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤患者が１週間内に２名以上発生した場合
（ｲ）同一の感染症による又はそれらが疑われる者が１０名以上又は全利用者の半数以上発生した場合　※
（ｳ）（ｱ）及び（ｲ）に該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に施設長が報告を必要と認めた場合

・報告内容
ア　感染症が疑われる利用者の人数
イ　感染症が疑われる症状
ウ　上記の利用者への対応や施設における対応状況等

７．守秘義務及び個人情報の保護
（１）守秘義務
施設職員に対して、施設職員である期間および施設職員でなくなった後においても、正当な理由が無く、その業務上知り得た利用者又はその家族の個人情報等の秘密を漏らすことがないよう指導教育を適時行います。
（２）個人情報の保護
利用者の個人情報の保護は、個人情報保護法に基づく厚生労働省のガイドラインに則り、当施設が得た利用者の個人情報については、当施設での介護サービスの提供にかかる以外の利用は原則的に行わないものとし、外部への情報提供については、必要に応じて利用者またはその代理人の了解を得ることとします。
（別紙様式１）
介護職員等喀痰吸引等指示書
指示期間（令和　　年　　月　　日～　　年　　月　　日）
	事　業　者
	事業者種別
	

	
	事業者名称
	

	対象者
	氏　　名
	
	生年月日　明･大・昭・平　　年　　月（　　　歳）

	
	住　　所
	電話（　　　）　　　－　　　　

	
	要介護認定区分
	要支援（　１　２　）　要介護（　１　２　３　４　５　）

	
	障害程度区分
	区分１　　区分２　　区分３　　区分４　　区分５　　区分６

	
	主たる疾患(障害)名
	
	
	

	実施行為種別
	　口腔内の喀痰吸引　・　鼻腔内の喀痰吸引　・　気管カニューレ内部の喀痰吸引
胃ろうによる経管栄養　・　腸ろうによる経管栄養　・　経鼻経管栄養　

	指示内容
	具体的な提供内容

	
	喀痰吸引（吸引圧、吸引時間、注意事項等を含む）


	
	経管栄養（栄養剤の内容、投与時間、投与量、注意事項等を含む）


	
	その他留意事項（介護職員等）
	

	
	その他留意事項（看護職員）
	

	（参考）
使用医療機器等
	1．経鼻胃管
	サイズ：　　　　Fr、種類：

	
	2．胃ろう・腸ろうカテーテル
	種類：ボタン型・チューブ型

サイズ：　　　　　Fr、　　　　cm

	
	3．吸引器
	

	
	4．人工呼吸器
	機種：

	
	5. 気管カニューレ
	サイズ：外径　　　mm、長さ　　　mm

	
	6．その他
	

	緊急時の連絡先
不在時の対応法


※１．｢事業者種別｣欄には、介護保険法、障害者自立支援法等による事業の種別を記載すること。
２．｢要介護認定区分｣または｢障害程度区分｣欄、｢実施行為種別｣欄」、「使用医療機器等」欄については、該当項目に○を付し、空欄に必要事項を記入すること。
上記のとおり、指示いたします。
令和　　年　　月　　日
機関名
住所
電話
（FAX）
医師氏名　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
（別紙様式２）
喀痰吸引等業務（特定行為業務）計画書
	作成者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
	作成日
	

	承認者氏名①
	　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
	承認日
	

	承認者氏名②
	　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
	承認日
	

	

	基本情報
	対象者
	氏名
	
	生年月日
	

	
	
	要介護認定状況
	要支援（　１　２　）　　要介護（　１　２　３　４　５　）

	
	
	障害程度区分
	区分１　　区分２　　区分３　　区分４　　区分５　　区分６

	
	
	障害名
	

	
	
	住所
	

	
	事業所
	事業所名称
	

	
	
	担当者氏名
	

	
	
	管理責任者氏名
	

	
	担当看護職員氏名
	

	
	担当医師氏名
	

	
	

	業務実施計画
	計画期間
	令和　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日

	
	目標
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	実施行為
	実施頻度/留意点

	
	口腔内の喀痰吸引
	

	
	鼻腔内の喀痰吸引
	

	
	気管カニューレ内部の喀痰吸引
	

	
	胃ろう又は腸ろうによる経管栄養
	

	
	経鼻経管栄養
	

	
	結果報告予定年月日
	　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


（別紙様式３）
喀痰吸引等業務（特定行為業務）実施報告書
	基本情報
	対象者
	氏名
	
	生年月日
	

	
	
	要介護認定状況
	要支援（　１　２　）　　要介護（　１　２　３　４　５　）

	
	
	障害程度区分
	区分１　　区分２　　区分３　　区分４　　区分５　　区分６

	
	
	住所
	

	
	事業所
	事業所名称
	

	
	
	担当者氏名
	

	
	
	管理責任者氏名
	

	
	担当看護職員氏名
	

	
	

	業務実施結果
	実施期間
	令和　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日

	
	実施日
（実施日に○）
	（喀痰吸引）　令和　　　年　　月
	（経管栄養）　令和　　　年　　月

	
	
	

	


	
	
	（喀痰吸引）　令和　　　年　　月
	（経管栄養）　令和　　　年　　月

	
	
	
	

	
	
	（喀痰吸引）　令和　　　年　　月
	（経管栄養）　令和　　　年　　月

	
	
	
	

	
	実施行為
	実施結果
	特記すべき事項

	
	喀痰吸引
	口腔内の喀痰吸引
	
	

	
	
	鼻腔内の喀痰吸引
	
	

	
	
	気管カニューレ内部の喀痰吸引
	
	

	
	経管栄養
	胃ろう又は腸ろうによる経管栄養
	
	

	
	
	経鼻経管栄養
	
	


上記のとおり、喀痰吸引等の業務実施結果について報告いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　責任者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　○　○　○　○　　　殿
(別紙様式４)

	喀痰吸引等業務（特定行為業務）の提供に係る同意書
　下記の内容について十分な説明を受け内容を理解したので、喀痰吸引等業務（特定行為業務）
の実施に同意いたします。
喀痰吸引等（特定行為）の種別
口腔内の喀痰吸引
鼻腔内の喀痰吸引
気管カニューレ内部の喀痰吸引
胃ろうによる経管栄養
腸ろうによる経管栄養
経鼻経管栄養
提供を受ける期間
　令和　　年　月　日　～　　年　月　日
提供を受ける頻度
提供体制
事業所名称
事業所責任者氏名
事業所担当者氏名
担当看護職員氏名
担当医師氏名
同意日    令和　　年　　月　　日
       　　　　　　住 　　所 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
       　　　　　　氏 　　名                          　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　署名代行者
      　　　　　　　　　　　私は、本人の意思を確認し署名代行いたしました｡
      　　　　　　　　　　　代行者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代行者氏名　 　                       　　　　　　　　　印
本人との関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　事業所名
　　　　　　　　　　　　　　事業所住所
　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　印



(別紙様式５)

（登録喀痰吸引等（特定行為）事業者の長）　　殿
	ヒヤリハット・アクシデント報告書（介護職員・指導看護師記入）


※指導看護師からの指示があった場合、あるいはご自身がヒヤリとしたことやハッとしたことがあった場合の
すべてについてご記入下さい。
	介護職員
氏名
	
	担当看護師
氏名
	


	発生日時
	令和　　年　　月　　日（　　曜日）　　　　午前・午後　　　時　　分頃　

	発生場所
	□ ベッド上　　□ 車椅子　　　□ その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　）

	利用者の
当日の状況

	

	出来事の情報（１連のケアにつき１枚）

	ケアの種類
	【たんの吸引】
①人工呼吸器の装着の有無　 □なし 　□ あり
②部位　  （ □ 口腔　　　　　　　　□ 鼻腔　　　　　　□ 気管カニューレ内　）
【経管栄養】（　□ 胃ろう　　　　　　　□ 腸ろう 　　　　 □ 経鼻経管　）

	出来事の発生STEP
	□STEP１安全管理体制確保　　　　　　　
□STEP２－②観察　　　　　　　　　　　□STEP３実施準備
□STEP４ケア実施　　　　　　　　　　　□STEP５結果確認報告
□STEP６片付け　　　　　　　　　　　　□STEP７評価記録 

	第１発見者
（○は１つ）
	□記入者自身
□記入者以外の介護職員
□指導看護師
□指導看護師以外の看護職員
	□医師
□生活相談員
□介護支援専門員
□事務職員
	□家族や訪問者
□その他
（　　　　　　　　　　）


	出来事の発生状況
	※誰が、何を行っている際、何を、どのようにしたため、利用者はどうなりましたか。

	
	

	医師への報告
	□なし　□あり
1.自施設の医師（配置医）
2.（配置医以外の医師で）実施施設と契約・提携している医師
3.利用者のかかりつけ医・主治医
4.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　）

	看護職員への報告
	□なし　□あり
1. 指導看護師
2. 指導看護師以外の看護職員

	出来事への対応
	※出来事が起きてから、誰が、どのように対応しましたか。

	
	

	救急救命処置の
実施
	□なし　
□あり（具体的な処置：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　

	出来事が発生した背景・要因
（当てはまる要因を全て）
	※なぜ、どのような背景や要因により、出来事が起きましたか。

	
	【人的要因】
□判断誤り　　□知識誤り　□確認不十分　□観察不十分　　□知識不足　□未熟な技術
□技術間違い　□寝不足　　□体調不良　　□慌てていた　　□緊張していた　
□思いこみ　　□忘れた　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
【環境要因】
□不十分な照明　□業務の中断　□緊急時　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
【管理・システム的要因】
□連携（コミュニケーション）の不備　□医療材料・医療機器の不具合　□多忙
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	出来事の
影響度分類
（レベル０～５のうち一つ）
	□　０
	エラーや医薬品・医療用具の不具合が見られたが、利用者には実施されなかった

	
	□　１
	利用者への実害はなかった（何らかの影響を与えた可能性は否定できない）

	
	□　２
	処置や治療は行わなかった（利用者観察の強化、バイタルサインの軽度変化、
安全確認のための検査などの必要性は生じた）

	
	□　３ａ
	簡単な処置や治療を要した（消毒、湿布、皮膚の縫合、鎮痛剤の投与など）

	
	□　３ｂ
	濃厚な処置や治療を要した（バイタルサインの高度変化、人工呼吸器の装着、
手術、入院日数の延長、外来患者の入院、骨折など）

	
	□　４ａ
	永続的な障害や後遺症が残ったが、有意な機能障害は伴わない

	
	□　４ｂ
	永続的な障害や後遺症が残り、有意な機能障害の問題を伴う

	
	□　５
	レベル４ｂをこえる影響を与えた


介護職員　報告書記入日　令和　　　年　　　月　　　日
	担当看護師の
助言等
	担当看護師の方は以下の①②について具体的に内容を記載して下さい。（②は必須）

	
	①　医師又は看護職員が出来事への対応として実施した医療処置等について


	
	②　介護職員へ行った助言・指導内容等について


	
	③　その他（今回実施したケアで介護職員の対応として評価できる点など）



指導看護師　報告書記入日　令和　　　年　　　　月　　　日
※これは，あくまで例示です。既存の運営規定や業務マニュアルを修正して作成いただいても構いません。


※この例を参考にしていただく際は，事業所が実施できる方法や様式に適宜変更してください。下線や，青字の「ポイント」等は削除してください。





【ポイント】この項は，事業所での介護職員の医療的ケア実施に向けた基本理念を記載し，事業所全体で取り込むことの意味を事業所内外に明らかにします。





【ポイント】この項は，「1.医療従事者と介護職員の連携による医療的ケアに関する考え方」に沿って，施設全体で医療従事者と介護職員の連携による医療的ケア実施に向けてどのように取り組むかについて記載します。





（例示※）


①　口腔内の喀痰吸引


②　鼻腔内の喀痰吸引


③　気管カニューレ内部の喀痰吸引


④　胃ろう又は腸ろうによる経管栄養


⑤　胃ろうによる経管栄養（チューブの接続及び注入開始を除く）


⑥　経鼻経管栄養


※各施設で内容は検討すること


※実施行為は，従事者認定を受けている行為である必要がある





チェックリスト1－①－ａ





チェックリスト1－①－b





チェックリスト1－①－c





リスト1－④－a





チェックリスト1－④－c





チェックリスト1－④－b





チェックリスト1－②－a





チェックリスト1－②－b





チェックリスト1－⑤－a





チェックリスト1－⑤－b





チェックリスト2－⑧－a





チェックリスト2－⑧－b





チェックリスト2－⑧－c





【ポイント】医療従事者と介護職員の連携による医療的ケアを各施設で行うには，実際に医療的ケアを行う対象となる利用者のみではなく，今後医療的ケアが必要となる利用者に対しても安心で安全な対応できるよう体制を整備しておく必要があります。


この項は，施設で医療従事者と介護職員の連携による医療的ケアを実施するための体制として，「安全委員会の設置」「各職種の役割」等について記載します。





【ポイント】※名称については各施設でご検討ください。また，安全委員会の設置にあたっては，既存の関連委員会と連携した体制整備も考えられます。





チェックリスト2－③－b・c





チェックリスト2－③－a





チェックリスト2－③－b





チェックリスト2－③－a





【ポイント】※開催頻度については各施設でご検討ください。





チェックリスト1－③－a・c





【ポイント】


※１　指導看護師、指導医師（平成２３年度以後の中央研修もしくは平成２３年度以後の都道府県の研修を受講後の看護師と受講後の医師）の場合は，研修指導が実施できます。


※２　例えば，利用者の心身の状況変化に伴う各職種に対する情報共有・連携の中心的役割を担うなどが想定されます。





【ポイント】※施設の実態に応じて適切に変えてください。





チェックリスト1－③－b





チェックリスト1－⑥－a・b





【ポイント】看取り介護、重度化対応等の際と同様に、医師又は看護職員が不在の際の連携方法等について定め、明示しておくことが必要です。





【ポイント】この項は，管理責任者が医療的ケアを実施する資格を有する介護職員の中から，現に医療行為を行なう職員を選任する際の基準を定める場合に記載します。この基準については保有資格・経験年数等，各施設の判断で決めてください。





（例示）


① 看護職員との連携・協議の上で医療的ケアを実施できると医師が承認していること


② ○年以上の経験を有すること（介護福祉士の場合は○年以上）等


③ 認定特定行為業務従事者認定証または（准）看護師証を有する介護職員であること（必須）


④ 上記①～③の要件を満たしたうえで，同意の得られた者





チェックリスト2－⑤－a





チェックリスト2－⑥－a





【ポイント】この項は，施設で医療従事者と介護職員の連携による医療的ケアの適切な実施に向けた体制として，職員への教育・研修の方針・方法等について記載します。





チェックリスト2－④－a





（例示※）


①　医療的ケアに従事しようとする介護職員を対象とした習得内容の確認（資格取得時に開催)


②　医療従事者及び介護職員を対象とした医療的ケアの標準化の取組み（毎月継続的に実施）


③　関係者を対象としたケアカンファレンス等での事例検討（必要時に随時開催）


④　施設内全ての職員を対象とした指針の徹底（毎月継続的に実施）


※①～④以外にも必要と考えられる教育・研修があれば，適宜記載し，実施するよう努めてください。





【ポイント】事故発生防止・再発防止の方策として，事故発生時及びヒヤリハットについての対応を定めておきます。（リスク委員会等で対応する方法も考えられます。）


※全国老施協「事故発生防止のための指針《参考》」（H18.8.18）（以下｢指針｣という。）から抜粋しました。





【ポイント】医療的ケアを行うことに感染症のリスクは避けられません。


この項は，感染症の予防・まん延防止に対する施設の基本方針を明らかにします。


※全国老施設「感染症・食中毒の予防・まん延防止に関する指針《参考》」（H18.8.18）より抜粋しました。








チェックリスト2－⑦－a





チェックリスト2－⑦－b・c





【ポイント】※報告書式は都道府県，市町村の指定様式とします。








【ポイント】※（ｲ）については，同一の感染症などによる患者等が，ある時点において，１０名以上又は全利用者の半数以上発生した場合であって，最初の利用者等が発生してからの累積の人数ではないことに注意してください。





【ポイント】※なお、医師が、感染症法、結核予防法又は食品衛生法の届出基準に該当する利用者又はその疑いのある者を診断した場合には、これらの法律に基づき保健所等への届出を行う必要があります。


（イ）については，同一の感染症などによる患者等が，ある時点において，１０名以上又は全利用者の半数以上発生した場合であって，最初の利用者等が発生してからの累積の人数ではないことに注意してください。





チェックリスト2－⑨－a





　








　※この欄に具体的な事項は記入しないでください
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 1  2  3  4  5  6  7 


 8  9 10 11 12 13 14 


15 16 17 18 19 20 21 


22 23 24 25 26 27 28 


29 30 31 








 1  2  3  4  5  6  7 


 8  9 10 11 12 13 14 


15 16 17 18 19 20 21 


22 23 24 25 26 27 28 


29 30 31 








 1  2  3  4  5  6  7 


 8  9 10 11 12 13 14 


15 16 17 18 19 20 21 


22 23 24 25 26 27 28 


29 30 31 








 1  2  3  4  5  6  7 


 8  9 10 11 12 13 14 


15 16 17 18 19 20 21 


22 23 24 25 26 27 28 


29 30 31 








 1  2  3  4  5  6  7 


 8  9 10 11 12 13 14 


15 16 17 18 19 20 21 


22 23 24 25 26 27 28 


29 30 31 








 1  2  3  4  5  6  7 


 8  9 10 11 12 13 14 


15 16 17 18 19 20 21 


22 23 24 25 26 27 28 


29 30 31 

















※この欄に具体的な事項は記入しないでください
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※この欄に具体的な事項は記入しないでください
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